




























































































































































































分類1 51社 46社 38社
分類2 59社 71社 85社
分類3 19社 21社 24社
分類4 6社 6社 5社
分類4但し書 22社 23社 19社
分類5 3社 1社 2社









分類1 28社 2社 11社 6社
分類2 53社 6社 41社 3社
分類3 18社 5社 5社 1社
分類4 2社 2社 3社
分類4但し書 14社 6社 14社 1社
分類5 1社 1社 1社
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1．水産・農林 2．鉱業 3．建設 4．食品 5．繊維 6．パルプ・紙 7．化学
0社 1社 8社 19社 1社 3社 23社
8．石油・石炭製品 9．ゴム製品 10．窯業 11．鉄鋼 12．非鉄金属 13．金属製品 14．機械
5社 1社 1社 2社 4社 4社 8社
15．電気機器 16．輸送用機器 17．精密機器 18．その他製造19．商業 20．金融・保険 21．不動産
15社 7社 4社 9社 20社 6社 7社
22．陸運 23．海運 24．空運 25．倉庫哩輸関係 26．通信 27．電気：ガス 28。サービス



















ｪ　類 2001年度 2004年度 2007年度
1．（分類1） 51社 46社 38社
2．（分類2） 59社 71社 85社
3．（分類3） 19社 21社 24社
4．（分類4） 6社 6社 5社
5．（分類4但し書） 22社 23社 19社
6．（分類5） 3社 1社 2社



























?ﾚ 1．一　括2．個　別 　　　　　　　計算方法?ﾚ 1．一　括2．個　別
1．退職給付引当金 136社 33社 10．適格年金過去勤務債務 62社 18社
2．繰越欠損金 70社 18社 11．役員退職引当金 134社 31社
3．未実現利益 64社 18社 12．投資損失引当金 59社 11社
4．賞与引当金 134社 35社 13．評価性引当金 122社 25社
5．貸倒引当金 139社 25社 14．圧縮記帳積立金 102社 13社
6．資産評価損 139社 20社 15．特別償却準備金 56社 16社
7．未払事業税等 137社 36社 16．土地評価差額 51社 12社
8．減価償却費 123社 26社 17．海外投資等損失準備金 29社 11社




?嚴ﾐ数 1．必ず検証 2．概ね検証 3．あまり検証しない 4．検証しない












?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他





?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他




?嚴ﾐ数 1．同意できる 2．同意できない 3．その他




?嚴ﾐ数 1．思う 2．概ね思う 3．あまり思わない 4．思わない
175社 30社（17％） 107社（61％） 28社（16％） 10社（6％）
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